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　申請要領（和文）





 概 要 
本プログラムは、スペインにおける日本語普及・日本語教育の発展に必要な様々な活動への支援を通して、日本語普及を進めることを目的とします。
 申請資格
1.原則として非営利日本語教育機関・団体としますが、スペインにおける日本語教育全体のレベルアップに資する場合や、中等教育における日本語アウトリーチ活動など日本語教育の裾野拡大につながる場合には個人も申請可能です。
2. 次に掲げる団体等は、このプログラムでは助成対象とはなりません。
(1) 外国政府（省庁等の行政機関。研究・教育機関等を除く。）
(2) 国際機関（日本政府が拠出している政府間機関）
3. 国際交流基金から助成金等の交付を受けることが自国の法令等に違反していないこと（必ず申請前にご確認の上、申請ください）。
4. 国際交流基金から助成金を受け取ることができる銀行口座を申請機関・団体が保持していること、もしくは助成金支払いまでに開設できること。
5. 事業を計画に従い遂行する能力を有すること。
 支援内容
申請者は、以下のうちひとつを選んで申請することができます。一度に申請できるのは原則として1種類だけです。
	項目
	内容

	学習者奨励活動助成
	日本語教育機関、教師相互のネットワーク強化及び日本語教育の裾野拡大を目的として、弁論大会、発表会、講演会、ワークショップ等、学習者の動機付けや、周囲の日本語教育への関心を喚起するための催しの実施経費の一部を助成します。

	教材購入助成
	新規に日本語講座を立ち上げることが確定している高等・中等教育機関に対して、日本語

教師が必要とする教材・副教材の購入に係る経費の一部を助成します。

	会議助成
	日本語教師を対象としたセミナー、ワークショップ、シンポジウム、研修会等の開催経費の一部を助成する。また、ヨーロッパの重要な学会等において研究発表や実践報告を行う場合の旅費の一部を助成します。

	教材制作助成
	カリキュラムやニーズに合った教材の制作・出版に係る経費の一部を助成します。



	自由企画事業
	その他中等教育のアウトリーチ活動など、申請機関・団体等が企画する日本語教育の裾野拡大に必要な事業の実施経費の一部を助成します。


教材購入助成の条件
教師用の教材を購入する場合を対象とします。生徒に配布する教科書等は、助成の対象とはなりません。

また、教材資材の現物を基金が日本から購入・送付することはできません。
助成上限額
1件あたりの助成上限額はいずれの項目においても原則600ユーロ、またはプロジェクト実施に関わる全体経費の1/2のいずれか低い額とします。ただし、事業の規模や費用対効果を考慮し、例外が認められることもありますので、随時ご相談ください。
助成対象事業 
1.事業の計画及び方法が、目的を達成するために適切であり、かつ十分な成果を期待しうるものであること。

2.事業が、宗教的または政治的な目的のために利用されるものではないこと。
3.営利目的のものではないこと。

4.平成28年度（2016年4月1日～2017年3月31日）中に実施され完了する事業であること。
　助成対象外の項目　
助成による支援の対象とならない項目は以下のとおりです。
・教材資材の現物支給、図書、教材等の日本からの購送
・間接経費：支援対象事業の直接経費ではない経費

・管理部門の事務管理費

・通常の日本語講座の運営費や既存の講師スタッフの雇用費
・申請機関が定期的に開催する総会や理事会のようなビジネスミーティング
・備品購入費：例えば、パソコン、PC周辺機器、コピー機・FAX機等のオフィス機器、家電、デスク・いす・棚等の家具、什器等、有形の資産として長く残るもの。

・不動産の購入、建設工事費

・長期間の使用が前提となる施設借料

・申請機関・団体が所有する施設の会場借料

・順路直行によるエコノミークラス正規割引料金（PEX料金）を超える国際航空運賃

・宴会費・娯楽費
 選考方法 
以下のような観点から審査を行い、採否を決定します。

・　助成対象機関の位置づけ

・　期待される具体的成果

・　国・地域の日本語普及への波及効果

・　他機関・団体との協力体制

・　自己資金等、基金以外からの資金調達状況

・　計画の妥当性（実施内容、実施体制、日程等）
 申請方法及び期限 
1. 申請書は以下のマドリード日本文化センター宛てに郵送により提出してください。電子メールによる申請は受付けません。マドリード日本文化センターでは申請書を受理した後、申請担当者宛てに受理した旨を通知します。
Fundación Japón, Madrid  
Palacio de Cañete

Calle Mayor 69, 2 Planta 28013 Madrid, SPAIN
2. 申請は随時受け付けますが、審査の都合上、事業開始の２カ月前までに申請するようにしてください。
 結果の通知 
　申請受理の通知後、1カ月以内に審査結果を郵送で通知します。

申請書式 
下記の書類を提出してください。特に指定のない限り、ここに添付された書式を使用してください。

	A.
	申請総表（全案件共通）

	B.
	申請機関概要（全案件共通）

	C.
	助成金送金口座情報（全案件共通）

	D.
	事業内容書(I)～(Ⅳ)　（申請項目ごと）


D.は申請項目ごとに異なりますので留意ください。また、添付書類も申請項目ごとに異なりますので、D.事業内容書の指示に沿って添付してください。
 全体的な注意事項 
1.申請書を提出する際には、申請書の原本及びコピー１部を、それぞれホチキス留めしないで提出してください。なお、提出された申請書は返却致しませんので、必ず申請書の写しをお手元に残しておくようご留意ください。

2.申請書はタイプまたは黒のボールペンで、活字体を用いて記入してください。

3.申請書の記入は、英語（活字体）、スペイン語（活字体）または日本語（楷書）にて記入してください。

4.申請書提出後に申請書記入内容に変更が生じた場合には、速やかにご通知ください。

 A.申請総表 
1.申請機関：申請機関・団体（大学、研究所、教師会等）の原語での正式名称とその日本語訳及び所在地、法的地位、電話番号等を記入してください。

2.事業実施部門：申請機関・団体における本事業の実施部門（学部、学科、部門、センター、研究所等）の名称、住所、電話番号等を記入してください。事業担当者のEメールアドレスを必ず記入してください。
3.代表者：代表者とは、申請機関・団体の管理上の責任を代表する者（学長等）で、その署名をもって当該機関が正式に申請を行ったこと、並びにその申請内容について責任をもつことを保証し得る地位にある者のことです。

4.事業担当責任者：事業担当責任者とは、当該事業の実際の運営と実施とに責任を有する者を意味します。

5.経理責任者：経理責任者とは、申請機関・団体の財政部門を代表する者で、この事業予算案について、その署名をもって当該機関が正式に申請を行ったこと、並びにその申請について責任をもつことを保証し得る地位にある者のことです。

※なお、3.～5.については同一人物が2つ以上の立場を兼ねることは認められません。

 B.申請機関概要 

1. 申請機関における日本語教育、活動の沿革及び現況：

申請機関・団体の設立年、沿革、主な活動内容、年間予算等のほか、学会・教師会等の場合は、会員数を記入してください。教育機関・団体の場合は、講座数、教師数、学生数、取得可能な単位・学位、レベル等を記入してください。
2.過去5年間の国際交流基金からの助成実績
　実施部門が過去5年間に受けた国際交流基金の助成プログラム名及び助成年度を記入してください。
 C.助成金送金口座情報 
口座情報を記入してください。

　※送金口座が申請機関名義でない場合には、申請機関からの助成金受け取りの委任状が必要となりますので、添付してください。

D.事業内容書　(I)－(Ⅳ) 
申請する支援の内容ごとに、4種類の事業内容書があります（(Ⅰ)学習者奨励活動助成、(Ⅱ)教材購入助成、(Ⅲ)会議助成／教材制作助成／自由企画事業）。事業内容にあった事業内容書に記入してください。申請しない項目の事業内容書を提出する必要はありません。

 事業内容書(I)　学習者奨励活動助成 
1.事業概要：事業名、開催期間（開催日）、共催団体、後援団体、会場、事業規模を記入してください。
これまで定期的に実施されてきた活動の場合には、今回の事業が何回目になるのか回数を記入してください（例：第○○回日本語弁論大会、等）。
2.目的及び概要：実施する事業の目的・企画意図、実際に行われる催し物の形態や対象者等の事業概要を記入してください。
3.参加者：参加予定者の資格・所属及び予定される人数等を記入してください。
4.審査員：審査にあたる人がいる場合の氏名・所属を記入してください。
5.実施日程：準備期間、事業後のフォローアップを含む、事業の実施日程の詳細を記入してください。
6.評価：
(1)期待される成果及び効果

事業を実施することによって、学習者に対してどう動機付けができるか、どういう形で学習者の奨励に繋がるのか、地域の日本語教育の活性化にどう繋げられるか等、具体的に記入してください。

(2)成果及び効果の評価方法
上記(1)の成果及び効果を、事業実施後にどういう方法で評価できるのか、具体的な方法を記入してください。

（例：アンケートをとる、プログラム評価者による評価を受ける等）

7.予算：
実際に支払われる通貨名を記入してください。

（1） 謝金・人件費：明細欄には、謝金を支払う相手の氏名、所属、謝金の対象業務（例：審査員等）、支出の必要性、算出根拠（単価×日数or時間数×人数など）を記入してください。欄内に書ききれない場合は別紙を使用してください。なお、申請機関・団体のスタッフに対する賃金は助成の対象になりません。
 (2)　交通費：明細欄には、交通費支給の対象者及び人数かが分かるように記入してください。

（3） その他：明細欄には、会場借料、資料作成費等事業実施に伴う経費を項目ごとに記入してください。
8.添付書類
申請機関の説明資料：申請機関のパンフレット、ウェブページを印刷したもの、広報資料等を添付してください。

事業内容書(Ⅱ)　教材購入助成 
1.申請理由
(1) 保有教材の現状：申請機関における現在の保有教材の現状を記入してください。教材の種類、点数、利用状況、保管状況等の詳細を記入してください。
(2) 教材購入の必要性：申請機関・団体における日本語教育の促進に即して、教材購入の必要性などを具体的に記入してください。

(3) 教材の利用方法：今回の教材購入を行うことで、学習者に対してどのような効果をもたらすことができるのか、地域の日本語教育の活性化にどう繋げられるか等について、申請機関・団体における日本語教育の促進の計画に即して記入してください。

2.申請概要：申請総額（教材の購入費及び必要な送料等の合計額）、国際交流基金経費負担額を記入してください。
4.購入予定教材リスト：
・書籍については、題名、巻数、著者/編者名、出版社名、全ての項目を記入してください。ビデオテープ、CD、DVD等の視聴覚メディアについては、該当する項目のみ記入してください。
・価格については、品名毎に、単価及び数量を明記した上で、金額を記入してください。

・購入にあたって送料が発生する場合、あるいは、国外からの購入にあたって通関料が発生する場合には、そのための所要経費も記入してください。
5.実施日程：
教材購入の実施日程について、事前準備、調達方法、利用計画等、時系列に沿って要約して記入してください。
6.添付書類

申請機関・団体の説明資料：申請機関のパンフレット、ウェブページを印刷したもの、広報資料等を添付してください。
事業内容書(Ⅳ)　会議助成／教材制作助成／自由企画事業 

事業区分の選択

以下の項目から申請する事業の形態を選んでチェックしてください。

・会議助成
・教材制作助成

・自由企画事業（事業内容を簡単に説明してください。）

1.事業名称：
対外的に使用する事業名称を「原題（原語）」「日本語訳」それぞれ記入してください。申請書受付以降の通信には、原則として、すべてこの名称を使用しますのでご留意ください。

2.希望助成対象期間：
基金の助成により実施される期間、準備期間、会議等の開催後の処理等の期間も含めて記入してください。助成金の支払いは、最も早い場合でもこの期間開始の1か月前となること、また助成対象期間内に助成金全額を支出しなくてはならないことを考慮に入れてください。なお、助成対象期間は2016年4月1日から2017年3月31日迄の12ヶ月間を上限とします。

3.事業実施期間：
計画した会議・プロジェクト等が実際に実施される期間（実施日）を記入してください。

4.事業概要：
本記入欄では、事業の概要を以下のそれぞれの項目について要約して記入してください。
(1)目的・目標：事業実施の必要性、事業の実施により期待される成果について、要約して記入してください。
(2)事業の概要：計画している会議やイベント、制作予定の教材の内容等について、事業の規模や、事業対象者等を含めた事業の概要を記入してください。
(3)実施日程：計画事業の実施日程について、事前準備、事業後の処理も含め、会議やイベントの運営の流れや制作教材の利用計画等を時系列に沿って要約して記入してください。
5.主要協力団体・協力者：
主要協力団体・協力者に関し、協力形態、団体名/住所・所属団体名を記入してください。

6.主要講演者・参加者等：
上記5.の主要協力団体・協力者とは別に、当該事業の主要講演者・参加者等につき、氏名・肩書及びそれぞれの役割を、簡潔に記入してください。
7.期待される成果及び効果：
事業を実施することによって、申請機関・団体や国・地域の学習者及び教師のレベルアップにどう繋げられるか、国・地域の日本語教育の発展にどう繋げられるか等、具体的に記入してください。
8.成果及び効果の評価方法：
上記7.の成果及び効果を、事業実施後にどういう方法で評価できるのか、具体的な方法を記入してください。

（例：アンケートをとる、プログラム評価者による評価を受ける等）
9.予算：
（1） 謝金・人件費：明細欄には、謝金を支払う相手の氏名、所属、謝金の対象業務（例：基調講演等）、支出の必要性、算出根拠（単価×日数or時間数×人数など）を記入してください。欄内に書ききれない場合は別紙を使用してください。なお、申請機関・団体のスタッフに対する賃金は助成の対象になりません。
 (2)　交通費：明細欄には、交通費支給の対象者及び人数かが分かるように記入してください。
（3） 滞在費：明細欄には場所、支給対象者を記入してください。
 (4)　その他：明細欄には、会場借料、資料作成費、編集費等事業実施に伴う経費を項目ごとに記入してください。
情報の公開 
1．採用された場合、申請者の名称、事業内容等の情報は、「国際交流基金事業実績」、年報、ホームページ等において公表されます。

2．「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成13年法律第140号）に基づく開示請求が基金に対してなされた場合には、同法に定める不開示情報を除き、提出された申請書類等は開示されます。

 個人情報の扱い 

国際交流基金は、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第59号）を遵守し、個人情報を取り扱う際には、適正な収集・利用・管理を行います。

申請書に記入された情報は、採否審査、事業実施、事後評価等の手続きのほか、次のような目的で利用します。これらの個人情報の利用については、申請機関・団体より招聘予定者にもお知らせくださるようお願いします。

・採用者及び招聘予定者の氏名、性別、職業・肩書き、所属先、事業期間、事業内容等の情報は、国際交流基金の事業実績、年報、ホームページ等において公表されます。また、年報等に掲載する統計資料作成に利用されることがあります。

・採用者及び招聘予定者の氏名、性別、職業・肩書き、所属先、事業期間、事業内容等の情報は、基金事業の広報のため、報道機関や他団体に提供することがあります。

・記入される連絡先に、他の基金事業についてご連絡を差し上げることがあります。（＊他の事業について依頼する場合など。）また、基金事業の各種ご案内をお送りすることがあります。

・申請書、添付書類、及び事業報告書・成果物などは、採否審査、事後評価等のため、外部有識者等の評価者に提供することがあります。提供する際、評価者の方には、個人情報の安全確保のための措置を講じていただくようにしています。

・事業終了後に、本件事業に関するフォローアップのためのアンケートをお願いすることがあります。

・基金に提出された事業報告書・成果物などは、基金事業の広報のため、公開することがあります。

・提出された申請書類及び添付書類は一切返却致しません。

 関係法規法令遵守・助成対象者の義務 

国際交流基金の助成事業は、関係法令及び基金の規程に従って実施されます。

 申請書ダウンロード 
http://www.fundacionjapon.es
 問い合わせ先 

Fundación Japón, Madrid  
Palacio de Cañete

Calle Mayor 69, 2 Planta 28013 Madrid
Tel：34-91-310-1538

Fax: 34-91-308-7314

E-mail: info@fundacionjapon.es
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